













































の基本的背景を示していきたい。次に，2015 年 9 月に実施されたデンマークでのフィールド・リ








12.4%。うち部長相当職 8.0%，課長相当職で 12.1%，係長相当職 20.6% と，実際のポジションに就
いているもののみならず，新規に昇進する者の中でも依然男女差が存在することがわかる。さら














　社会におけるジェンダー差を示す指標として近年用いられている World Economic Forum の直
近の Global Gender Gap Report を見ると，次頁表 1 のような結果となり，日本は全体（144 カ国
中 111 位）及び 4 つの指標の中でもとりわけ Economic Participation and Opportunity のランクが
かなり低いことがわかる（WEF，2016）。
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Country Rank Score Rank Score Rank Score Rank Score Rank Score
Iceland 1 0.874 9 0.806 1 1.000 104 0.970 1 0.719
Finland 2 0.845 16 0.794 1 1.000 1 0.980 2 0.607
Norway 3 0.842 7 0.818 28 1.000 68 0.974 3 0.576
Sweden 4 0.815 11 0.802 36 0.999 69 0.974 6 0.486
Rwanda 5 0.800 8 0.817 110 0.958 89 0.972 8 0.452
Denmark 19 0.754 34 0.735 1 1.000 106 0.970 29 0.309
United 
States
45 0.722 26 0.752 1 1.000 62 0.975 73 0.162
Japan 111 0.660 118 0.569 76 0.990 40 0.979 103 0.103





































資料：欧州諸国は McKinsey & Company Paris office, “Women Matter 3”（2009）より，2008 年の各国とも最大トッ



























白である。デンマークは全体の順位が 19 位、特に Educational Attainment においては 1.000 で１






全体 女性 男性 全体 女性 男性
労働力率 72.8 69.8 75.8 72.7 63.6 81.5
被雇用者率 78.1 75.0 81.1 75.5 66.0 84.9









1 立法議員，上級行政官，管理的職業従事者 27.5% 11.2%
2 専門的職業従事者 55.1% 2，3 合わせて
46.2%3 技術者，準専門的職業従事者 53.8%













































ゲン近郊の市において CEO（１）として勤務している B 氏，同じ市政府にて文化関連部門の部門長を
している C 氏，の 3 名を中心に聞き取り調査を行った（それぞれの聞き取り調査前後に，複数名
の男女からの聞き取りを同時に実施したが，本論文においては，情報量のバランスと内容，対象者
の役職レベルを考慮し，上記 3 名を対象者とした）。3 名とも現在は公的機関に勤務しているが，
プライベート・セクター，NGO などの経験も有しており，パブリック／プライベート・セクター
の比較についても有意義な意見を聞くことができた。各氏のプロフィールは以下の通り。
　 　A 氏：50 代（2015 年聞き取り当時のもの）。23 歳で結婚し，3 人の子供がいる。当時の夫と 4
年前に離婚し，2015 年に再婚した。政治学の PhD を有する。大学卒業後政府機関にて勤務し，
この期間に PhD を取得する。その後アカデミックな世界からコンサルタントに転職し，マネ
ジャーとなる。その後さらに通信関係の企業に勤務し人事マネジャーとなるが，リサーチ関連の









2012 年から現職の CEO として勤務をしている。
　 　C 氏：40 代。大学で法律を専攻。卒業後いくつかの政府機関，地方自治区で勤務し，28 歳頃
からそれぞれの組織でマネジャー，リーダーとして管理的業務に従事していた。現在 10 代の息
































































　聞き取りを進めていくなかで，3 名の女性から多く聞かれた言葉が，“choice” “priority” “organise”
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という 3 つであった。自分で選択し
4 4 4 4 4 4
，様々な役割とタスクの中での優先順位を付け
4 4 4 4 4 4 4
，それらがうま
くまわるように整理，調整して実行








































































































































































































かった。例えば，C 氏の組織には 200 名のスタッフが働いているが，個々のスタッフをまとめる 8



































































セクターに比べてより狭い点を指摘している。A 氏は働きながら PhD を取り，自分の出世のス
ピードは決して早くなく，プライベート・セクターにおいては，さらに 20 代後半にはマネジメン










　C氏：女性は 1 年間の育児休業を取って，そのあと実際はもう 1 年無給で休暇を取れるんです。
でも，それでは長く仕事から離れ過ぎているわ。もし 2 人，3 人と子供がいたら，それは長過ぎま


























※ 本研究は JSPS 科研費 25360046 の助成を受けたものです。
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